
はじめに

「令和」新時代の我が国経済は、雇用・所得環境の改善が続き、企業収益が高水準で推移す
る中、内需の柱である個人消費や設備投資が増加傾向で推移するなど、緩やかな回復が続いて
いる。ただし、中国経済の減速や情報関連財の調整の影響を受け、輸出や生産の一部に弱さが
みられ、多くの日本企業がグローバルなサプライチェーンを展開している中で、通商問題や海
外経済の動向が日本経済に与える影響には、十分注視する必要がある。

一方、少子高齢化が進む中で企業では人手不足感が高まっており、その対応が喫緊の課題と
なっている。日本経済の潜在成長率を高めていくためには、技術革新や人材投資等によって生
産性を大幅に向上させるとともに、多様な人材に活躍の場を拡げていくことが重要である。

本報告では、こうした日本経済の課題に焦点を当てて、日本経済の現状と課題について分析
を行うとともに、高齢者、女性、外国人材等の多様な働き手の活躍を促す方策、グローバル化
の進展を経済の発展に活かすための課題について論じる。

第一章「日本経済の現状と課題」では、米中通商問題や中国経済の減速など海外経済の動向
が我が国経済に及ぼす影響や、内需の柱である家計の所得・消費の動向、人手不足に対応した
企業の生産性向上への取組、「Society 5.0」の経済効果等について分析するとともに、経済・
財政一体改革の取組について概観する。

第二章「労働市場の多様化とその課題」では、人生100年時代を迎え、働き方やキャリアに
関する価値観が多様化する中で、性別・年齢等によらず、多様な価値観やバックグラウンドを
持った人材が、個々の事情に応じて柔軟な働き方を選択でき、意欲や能力に応じて更に活躍で
きる環境を整備するための課題について論じる。

第三章「グローバル化が進む中での日本経済の課題」では、日本の貿易・投資構造の変化や
最近の海外経済の動向を踏まえ、グローバル化が進展する中で、海外とのモノ、カネ、ヒトの
交流を通じて、国内でより質の高い雇用を生み出すとともに、グローバルな変化を潜在成長力
の強化につなげていくための課題について論じる。
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